第１号様式（第７条関係）　　　　　　（第一面）
厚木市耐震診断義務対象沿道建築物事前相談書
　　年　　月　　日
（宛先）

厚木市長
郵便番号
住所
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
電話番号
	耐震診断義務対象沿道建築物補助金交付の適用を受けたいので、厚木市耐震診断義務対象沿道建築物補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて次のとおり提出します。


	建築物名称
	

	所在地
	厚木市

※地名地番を記入してください。

	連絡先
	郵便番号
住　　 所
会社名等
担当者名
電話番号

	受付欄
	備考欄


太枠の中を御記入ください。
（第二面）
	建築物の概要
	用途
	

	
	構造
	□ 鉄筋コンクリート造

□ 鉄骨鉄筋コンクリート造

□ 鉄骨造

□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	階数
	地上 　　階

地下 　　階

	
	最高の高さ
	　　　　　　ｍ

	
	延べ面積
	　　　　　　　㎡

	新築
	確認年月日
	昭和　　　　年　　　　月　　　日

	
	確認番号
	第　　　　　　　　　　　　　　号

	増築
	□ あり　　　　　□ なし

	
	確認年月日
	昭和　　　　年　　　　月　　　日

	
	確認番号
	第　　　　　　　　　　　　　　号

	診断予定期間
	年　　　月　～　　　年　　　月

	評価予定
耐震判定委員会
	

	補助金交付申請
希望時期
	年　　　月頃

	診断結果報告の
提出時期
	年　　　月頃


添付図書
１　対象となる建物の案内図、平面図等

２　確認済証の写し又はその内容が確認できるもの
３　立面図又は断面図（前面道路幅員と該当建物の前面道路の中心からの高さ及び距離を記載したもの）
第２号様式（第８条関係）　　　　　　（第一面）

厚木市耐震診断義務対象沿道建築物全体設計承認申請書

　　年　　月　　日
（宛先）

厚木市長
郵便番号
住所
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
電話番号
	厚木市耐震診断義務対象沿道建築物補助金交付要綱第８条第１項の規定により、関係書類を添えて、次のとおり申請します。



	対象建築物名称
	

	所在地
	厚木市

※地名地番を記入してください。

	補助事業の種別
	

	耐震診断者等
	（　　　）級建築士　（　　　　）登録 第　　　　　　　　　号

耐震診断者等名

（　　　）建築士事務所　（　　　　）知事登録 第　　　　　号

事務所名称

所在地

電話番号

	連絡先
	　担当者名

電話番号

	受付欄
	備考欄


１　太枠の中を御記入ください。
２　補助事業の種別は、耐震診断、耐震改修設計、耐震改修工事のいずれかを御記入ください。

（第二面）
	建　築　物　概　要
	確認済証交付日・

確認済証番号
	新築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号
	増築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号

	
	検査済証交付日・

検査済証番号
	新築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号
	増築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号

	
	構造
	· 鉄筋コンクリート造　　□　鉄骨鉄筋コンクリート造

· 鉄骨造　　□その他（　　　　　　　　　　　　）

	
	階数
	地上　　　　階、地下　　　　階

	
	最高の高さ
	ｍ

	
	延べ面積
	㎡

	
	敷地面積
	㎡

	
	用途
	

	
	事業予定期間
	年　　月　　日　～　　年　　月　　日


添付書類

１　対象となる建物の案内図、平面図等

２　確認済証の写し又はその内容が確認できるもの

３　立面図又は断面図（前面道路幅員と該当建物の前面道路の中心からの高さ及び距離を記載したもの）

４　手続及び通知等に関する委任状（代表者以外のものが申請する場合）

５　補助事業に要する費用の見積書の写し

６　工程表（補助事業の期間、年度毎の出来高等が分かるもの）

７　その他市長が必要と認めるもの

（第三面）

事業計画
	
	全体計画
	　　年度
	　　年度
	　　年度

	支出
	耐震診断費
	円
	円
	円
	円

	
	耐震改修
設計費
	円
	円
	円
	円

	
	耐震改修
工事費
	円
	円
	円
	円

	
	耐震改修
工事監理費
	円
	円
	円
	円

	
	1 支出　計
	円
	円
	円
	円

	収入
	厚木市補助金
	円
	円
	円
	円

	
	2 収入　計
	円
	円
	円
	円

	自己負担金
＝①－②
	円
	円
	円
	円


第５号様式（第８条関係）

厚木市耐震診断義務対象沿道建築物全体設計変更申請書
　　年　　月　　日

（宛先）

厚木市長
郵便番号
住所
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
電話番号
	　　年　　月　　日付けで全体設計承認通知を受けましたが、次のとおり変更をしたいので、厚木市耐震診断義務対象沿道建築物補助金交付要綱第８条第４項の規定により、関係書類を添えて申請します。


	対象建築物
	

	所在地
	厚木市

	補助事業の種別
	

	変更の内容及び理由
	内容

	
	理由

	受付欄
	備考欄


１　太枠の中のみ御記入ください。

２　変更の内容が分かる資料を添付してください。
３　補助事業の種別は、耐震診断、耐震改修設計、耐震改修工事のいずれかを御記入ください。

第８号様式（第９条関係）　　　　　　（第一面）
厚木市耐震診断義務対象沿道建築物耐震診断補助金交付申請書

　　年　　月　　日
（宛先）

厚木市長
郵便番号
住所
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　印

電話番号
	厚木市耐震診断義務対象沿道建築物補助金交付要綱第９条第１項の規定により、関係書類を添えて、次のとおり申請します。



	対象建築物名称
	

	所在地
	厚木市

※地名地番を記入してください。

	耐震診断者
	（　　　）級建築士　（　　　　）登録 第　　　　　　　　　号

診断者名

（　　　）建築士事務所　（　　　　）知事登録 第　　　　　号

事務所名称

所在地

電話番号

	連絡先
	　担当者名

電話番号

	同意事項
	補助金交付の審査に際して、暴力団員でないことを確認するため、本様式に記載された情報を神奈川県警察本部に照会することについて同意します。
　　　　　年　　月　　日　　　申請者氏名　　　　　　   　㊞　

	耐震診断費予定額
	補助対象額
	補助予定額

	円
	円
	円

	受付欄
	備考欄


太枠の中を御記入ください。
（第二面）
	建　築　物　概　要
	確認済証交付日・
確認済証番号
	新築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号
	増築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号

	
	検査済証交付日・
検査済証番号
	新築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号
	増築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号

	
	構造
	· 鉄筋コンクリート造　　□　鉄骨鉄筋コンクリート造

· 鉄骨造　　□その他（　　　　　　　　　　　　）

	
	階数
	地上　　　　階、地下　　　　階

	
	最高の高さ
	ｍ

	
	延べ面積
	㎡

	
	敷地面積
	㎡

	
	用途
	

	
	事業開始予定
	年　　　月


添付書類

１　立面図又は断面図（前面道路幅員と該当建物の前面道路の中心からの高さ及び距離を記載したもの）
２　建築物の登記簿謄本又は登記事項証明書

３　所有者等又は管理組合が法人である場合は、法人登記簿謄本の写し

４　管理組合を設立している場合は、管理組合の管理規約

５　所有者等が複数人の場合は、耐震診断の実施に係る決議書又はこれに代わるもの

６　手続及び通知等に関する委任状（代表者以外のものが申請する場合）

７　建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則第５条第１項に規定する耐震診断者資格者であることが判断できるもの。また、建築士法第23条第１項の規定による建築士事務所登録通知書の写し

８　耐震診断の診断基準・調査項目・その実施方法を明らかにする計画書

９　耐震診断に要する費用の見積書の写し

10　工程表（調査期間、診断報告書作成期限が分かるもの）
11　その他市長が必要と認めるもの
（第三面）
交付申請額の算出方法及び経費の配分

	項 目
	算定方法
	金 額

	全体事業費
	事業者の全体見積り金額
	円

	補助基本額
	(ア)補助対象経費※１
	□消費税込
	円

	
	消費税仕入控除対象の予定　□あり □なし
	□消費税抜
	

	
	仕入控除額　□明らか※５ □明らかでない
	□仕入控除額を除いた額
	

	
	標準的な

診断費用
	補助対象床面積
	㎡

	
	
	面積限度額※２
	
	㎡×4,580 円/㎡

	
	
	
	
	㎡×2,350 円/㎡

	
	
	
	
	㎡×1,570 円/㎡

	
	
	
	(イ)

合計
	円

	
	特別の事情があると認める費用※３
	（　　　　　　　　　）
	円

	
	
	（　　　　　　　　　）
	円

	
	
	
	(ウ)

合計
	円

	
	(エ)＝(イ)＋(ウ)
	円

	
	(ア)、(エ)の低い金額＝補助基本額
	円

	交付申請額※４
	補助基本額
	円


※１ 補助対象経費は、補助対象外となる経費を除いた額とすること。

※２ 面積限度額は、面積1,000 ㎡以内の部分は4,580 円/㎡、面積1,000 ㎡を超えて2,000 ㎡以内の部分は2,350 円/㎡、面積2,000 ㎡を超える部分は1,570 円/㎡とすること。

※３ 設計図書の復元、耐震判定委員会の評価に要する費用等として特別の事情があると認める費用を事項と併せて記載すること。
※４ 交付申請額は、1,000 円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てること。
※５ 仕入控除額が明らかな場合は、計算方法や積算の内訳等を記載した書類を添付すること。

役員等氏名一覧表

　　年　　月　　日現在の役員等

	役職名
	氏名
	氏名

ふりがな
	生年月日

（大正T昭和S平成H）
	性別

(男・女)
	住所

	代表者
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S
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第９号様式（第９条関係）　　　　　　（第一面）

厚木市耐震診断義務対象沿道建築物耐震改修設計補助金交付申請書

　　年　　月　　日
（宛先）

厚木市長
郵便番号
住所
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　印

電話番号
	厚木市耐震診断義務対象沿道建築物補助金交付要綱第９条第３項の規定により、関係書類を添えて、次のとおり申請します。



	対象建築物名称
	

	所在地
	厚木市

※地名地番を記入してください。

	耐震改修設計者
	（　　　）級建築士　（　　　　）登録 第　　　　　　　　　号

設計者名

（　　　）建築士事務所　（　　　　）知事登録 第　　　　　号

事務所名称

所在地

電話番号

	連絡先
	　担当者名

電話番号

	同意事項
	補助金交付の審査に際して、暴力団員でないことを確認するため、本様式に記載された情報を神奈川県警察本部に照会することについて同意します。また、市税（延滞金を含む。）の納入状況を確認することについて同意します。
　　　　　年　　月　　日　　　申請者氏名　　　　　　   　㊞　

	耐震改修設計費予定額
	補助対象額
	補助予定額

	円
	円
	円

	受付欄
	備考欄


太枠の中を御記入ください。

（第二面）
	建　築　物　概　要
	確認済証交付日・

確認済証番号
	新築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号
	増築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号

	
	検査済証交付日・

検査済証番号
	新築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号
	増築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号

	
	構造
	· 鉄筋コンクリート造　　□　鉄骨鉄筋コンクリート造

· 鉄骨造　　□その他（　　　　　　　　　　　　）

	
	階数
	地上　　　　階、地下　　　　階

	
	最高の高さ
	ｍ

	
	延べ面積
	㎡

	
	敷地面積
	㎡

	
	用途
	

	
	耐震診断結果
	

	
	事業開始予定
	年　　　月


添付書類

１　立面図又は断面図（前面道路幅員と該当建物の前面道路の中心からの高さ及び距離を記載したもの）

２　建築物の登記簿謄本又は登記事項証明書

３　所有者等又は管理組合が法人である場合は、法人登記簿謄本の写し

４　管理組合を設立している場合は、管理組合の管理規約

５　所有者等が複数人の場合は、耐震改修設計の実施に係る決議書又はこれに代わるもの

６　手続及び通知等に関する委任状（代表者以外のものが申請する場合）

７　設計者が建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則第５条第１項に規定する耐震診断者資格者であることが判断できるもの。また、建築士法第23条第１項の規定による建築士事務所登録通知書の写し

８　耐震診断の結果が確認できる書類の写し
９　耐震改修設計の設計基準・その実施方法を明らかにする計画書

10　耐震改修設計に要する費用の見積書の写し

11　工程表（設計期間、設計図書作成期限が分かるもの）

12　その他市長が必要と認めるもの

（第三面）

１　交付申請額の算出方法及び経費の配分

	項 目
	算定方法
	金 額

	全体事業費
	事業者の全体見積り金額
	円

	補助基本額
	補助対象経費※１
	円

	交付申請額
	(ア)補助基本額×５／６
	円

	
	補助限度
	補助対象床面積
	㎡

	
	
	(イ)補助限度額※２
	円

	
	(ア)、(イ)の低い金額＝交付申請額※３
	円


※１ 補助対象経費は、補助対象外となる経費を除いた額で、かつ、消費税抜きの額とすること。なお、耐震判定委員会の評価に要する費用等を含めるものとする。

※２ 補助限度額は、5,000,000円（補助対象床面積が5,000 ㎡以上の場合にあっては、
10,000,000円）とする。
※３ 交付申請額は、1,000 円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てること。
２　年度別事業費内訳（複数年度事業の場合のみ記入）

	
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	合　計

	全体事業費
	円
	円
	円
	円

	補助対象事業費
	円
	円
	円
	円

	補助基本額
	円
	円
	円
	円

	交付申請額
	円
	円
	円
	円

	出来高
	％
	％
	％
	１００％


役員等氏名一覧表

　　年　　月　　日現在の役員等

	役職名
	氏名
	氏名

ふりがな
	生年月日

（大正T昭和S平成H）
	性別

(男・女)
	住所

	代表者
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第10号様式（第９条関係）　　　　　　（第一面）

厚木市耐震診断義務対象沿道建築物耐震改修工事補助金交付申請書

　　年　　月　　日
（宛先）

厚木市長
郵便番号
住所
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　印

電話番号
	厚木市耐震診断義務対象沿道建築物補助金交付要綱第９条第４項の規定により、関係書類を添えて、次のとおり申請します。

	対象建築物名称
	

	所在地
	厚木市

※地名地番を記入してください。

	耐震改修工事施工者
	氏　名
営業所名　建設業の許可（　　　）第（　－　）　　　　号
所在地

電話番号

	耐震改修工事監理者
	（　　　）級建築士　（　　　　）登録 第　　　　　　　　　号

工事監理者名

（　　　）建築士事務所　（　　　　）知事登録 第　　　　　号

事務所名称

所在地

電話番号

	連絡先
	　担当者名

電話番号

	同意事項
	補助金交付の審査に際して、暴力団員でないことを確認するため、本様式に記載された情報を神奈川県警察本部に照会することについて同意します。また、市税（延滞金を含む。）の納入状況を確認することについて同意します。
　　　　　年　　月　　日　　　申請者氏名　　　　　　   　㊞　

	耐震改修工事費予定額
	補助対象額
	補助予定額

	円
	円
	円

	受付欄
	備考欄


太枠の中を御記入ください。

（第二面）
	建　築　物　概　要
	確認済証交付日・

確認済証番号
	新築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号
	増築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号

	
	検査済証交付日・

検査済証番号
	新築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号
	増築　　　昭和　年　月　日

第　　　　　　　　　号

	
	構造
	· 鉄筋コンクリート造　　□　鉄骨鉄筋コンクリート造

· 鉄骨造　　□その他（　　　　　　　　　　　　）

	
	階数
	地上　　　　階、地下　　　　階

	
	最高の高さ
	ｍ

	
	延べ面積
	㎡

	
	敷地面積
	㎡

	
	用途
	

	
	耐震診断結果
	

	
	耐震改修後
	

	
	事業開始予定
	年　　　月


添付書類

１　立面図又は断面図（前面道路幅員と該当建物の前面道路の中心からの高さ及び距離を記載したもの）

２　建築物の登記簿謄本又は登記事項証明書

３　所有者等又は管理組合が法人である場合は、法人登記簿謄本の写し

４　管理組合を設立している場合は、管理組合の管理規約

５　所有者等が複数人の場合は、耐震改修工事の実施に係る決議書又はこれに代わるもの

６　手続及び通知等に関する委任状（代表者以外のものが申請する場合）

７　工事施工者に係る建設業法第３条第１項に規定する建設業許可証の写し
８　工事監理者が建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則第５条第１項に規定する耐震診断者資格者であることが判断できるもの。また、建築士法第23条第１項の規定による建築士事務所登録通知書の写し

９　耐震診断の結果が確認できる書類の写し
10　耐震改修設計に係る耐震判定委員会の評価書
11　建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく指導書の写し
12　耐震改修工事、耐震改修工事監理に要する費用の見積書の写し

13　工程表（工事期間が分かるもの）

14　その他市長が必要と認めるもの

（第三面）

１　交付申請額の算出方法及び経費の配分

	項 目
	算定方法
	金 額

	
	
	工事監理費
	耐震改修工事費

	全体事業費
	事業者の全体見積り金額
	円
	円

	補助基本額
	補助対象経費※１
	円
	円

	交付申請額
	(ア)補助基本額×11／15
	円
	円

	
	補助限度
	補助対象床面積
	㎡

	
	
	(イ)補助限度額※２
	円

	
	(ア)の合計金額と(イ)の低い金額＝交付申請額※３
	円


※１ 補助対象経費は、補助対象外となる経費を除いた額で、かつ、消費税抜きの額とすること。

※２ 補助限度額は、39,600,000円（補助対象床面積が5,000 ㎡以上の場合にあっては、
79,200,000円）とする。ただし、補助対象床面積×51,200円/㎡（耐震診断の結果、Is（構造耐震指標）の値が0.3未満相当である場合にあっては56,300円）で算出された金額から、当該建築物の耐震改修設計に係る補助金額を除いた金額を上限とする。
※３ 交付申請額は、1,000 円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てること。
２　年度別事業費内訳（複数年度事業の場合のみ記入）

	
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	合　計

	全体事業費
	円
	円
	円
	円

	補助対象事業費
	円
	円
	円
	円

	補助基本額
	円
	円
	円
	円

	交付申請額
	円
	円
	円
	円

	出来高
	％
	％
	％
	１００％


役員等氏名一覧表

　　年　　月　　日現在の役員等

	役職名
	氏名
	氏名

ふりがな
	生年月日

（大正T昭和S平成H）
	性別

(男・女)
	住所

	代表者
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第13号様式（第11条関係）

厚木市耐震診断義務対象沿道建築物補助金交付変更申請書
　　年　　月　　日

（宛先）

厚木市長
郵便番号
住所
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　

電話番号
	　　年　　月　　日付けで補助金の交付決定通知を受けましたが、次のとおり変更をしたいので、厚木市耐震診断義務対象沿道建築物補助金交付要綱第11条第１項の規定により、関係書類を添えて申請します。

	対象建築物
	

	所在地
	厚木市

	補助事業の種別
	　　

	変更の内容及び理由
	内容

	
	理由

	交付変更申請額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金交付変更申請額
	既補助金交付決定額
	差引増減額

	円
	円
	円

	受付欄
	備考欄


１　太枠の中のみ御記入ください。

２　変更の内容が分かる資料を添付してください。
３　補助事業の種別は、耐震診断、耐震改修設計、耐震改修工事のいずれかを御記入ください。
第16号様式（第12条関係）

厚木市耐震診断義務対象沿道建築物補助事業取りやめ届
　　年　　月　　日

（宛先）

厚木市長
郵便番号
住所
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
電話番号
	　　年　　月　　日付けで補助金の交付決定通知を受けましたが、次の理由により取りやめたいので、厚木市耐震診断義務対象沿道建築物補助金交付要綱第12条の規定により、届け出ます。



	対象建築物
	　

	所在地
	　厚木市

※地名地番を記入してください。

	補助事業の種別
	　

	取りやめ理由
	

	受付欄
	備考欄


１　太枠の中のみ御記入ください。
２　補助事業の種別は、耐震診断、耐震改修設計、耐震改修工事のいずれかを御記入ください。

第18号様式（第14条、第15条関係）
	工事監理（施工）状況報告書
　　年　　月　　日

（あて先）厚木市長

	
	工事監理者
	資　格　（　　　）建築士　（　　　　　）登録第　　　　　　　号
	

	
	
	氏　名　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	
	
	建築士事務所名　（　　　）建築士事務所 （　　　　）知事登録第　　　　　　号

　　　　　

　　　　　　　　 
	

	
	
	所在地　　
　　　　　
	

	
	
	電話番号　
	

	
	工事施工者


	氏　　名　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	
	
	営業所名　建設業の許可（　　　　　）第　　　　　　　　号

　　　　　

　　　　　　　　 
	

	
	
	所在地　　
　　　　　
	

	
	
	電話番号　
	

	　次のとおり報告します。

	１
	対象建築物名
	

	２
	対象建築物所在地
	厚木市

	３
	検査種別
	□ 完了検査
□ 中間検査（指定工程：　　　　　　　　　　　　）

	４
	報告事項
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	５
	添付図書
	（１）コンクリート関係
　□ コンクリート工事施工結果報告書　　□ コンクリート配合報告書
　□ コンクリートの含有塩分測定成績書　□ コンクリート圧縮試験成績書

	
	
	（２）鉄筋関係
　□ 鉄筋工事施工結果報告書　　　　　　□ 鋼材規格証明書

　□ 鉄筋圧接部の引張り強度試験成績書

	
	
	（３）鉄骨関係
　□ 鉄骨工事施工結果報告書　　　　　　□ 鋼材規格証明書

　□ 第三者機関による溶接部の非破壊検査報告書（現場溶接部を含む）
　□ 溶接技能者資格証明書

	
	
	（４）その他
　□ 検査箇所図　　　□ 工事施工写真　　□ その他添付資料


第19号様式（第15条関係）

厚木市耐震診断義務対象沿道建築物耐震診断完了報告書

　　年　　月　　日

（宛先）

厚木市長
郵便番号
住所
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
電話番号
	　　年　　月　　日付けで補助金の交付決定通知を受けた耐震診断が完了しましたので、厚木市耐震診断義務対象沿道建築物補助金交付要綱第15条第１項の規定により、関係書類を添えて次のとおり報告します。



	対象建築物
	　

	所在地
	厚木市

※地名地番を記入してください。

	耐震診断費用
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	事業完了年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	受付欄
	備考欄


添付図書

１　図面並びに診断報告書及び耐震判定委員会の判定書の写し

２　耐震診断者からの領収書又は請求書の写し

３　仕入控除額が申請時以降に明らかになった場合又は申請時と異なった額となった場合は計算方法や積算の内訳等を記載した書類
４　その他市長が必要と認めるもの
第20号様式（第15条関係）

厚木市耐震診断義務対象沿道建築物耐震改修設計完了報告書

　　年　　月　　日

（宛先）

厚木市長
郵便番号
住所
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
電話番号
	　　年　　月　　日付けで補助金の交付決定通知を受けた耐震改修設計が完了しましたので、厚木市耐震診断義務対象沿道建築物補助金交付要綱第15条第３項の規定により、関係書類を添えて次のとおり報告します。



	対象建築物
	　

	所在地
	厚木市

※地名地番を記入してください。

	耐震改修設計費用
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	事業完了年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	受付欄
	備考欄


添付図書

１　補助事業の実施内容が確認できる書類（図面、構造計算書等）
２　耐震判定委員会の判定書の写し

３　耐震改修設計者からの領収書又は請求書の写し

４　その他市長が必要と認めるもの

第21号様式（第15条関係）

厚木市耐震診断義務対象沿道建築物耐震改修工事完了報告書

　　年　　月　　日

（宛先）

厚木市長
郵便番号
住所
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
電話番号
	　　年　　月　　日付けで補助金の交付決定通知を受けた耐震改修工事が 完了・当該年度の出来高分を完了 しましたので、厚木市耐震診断義務対象沿道建築物補助金交付要綱第15条第４項の規定により、関係書類を添えて次のとおり報告します。



	対象建築物
	　

	所在地
	厚木市

※地名地番を記入してください。

	耐震改修工事費用
（うち耐震改修工事監理費用）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　）

	事業完了年月日
又は当該年度出来高分完了年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	受付欄
	備考欄


添付図書

１　補助事業の実施内容が確認できる書類（図面、構造計算書、写真等）
２　工事監理（施工）状況報告書（第18号様式）
３　耐震改修工事者及び耐震改修工事監理者からの領収書又は請求書の写し

４　その他市長が必要と認めるもの
第23号様式（第18条関係）

厚木市耐震診断義務対象沿道建築物補助金交付請求書

　　年　　月　　日

（宛先）

厚木市長

郵便番号
住所
　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　印

電話番号
　年　月　日付けで補助金額の確定通知を受けた補助金の交付について、厚木市耐震診断義務対象沿道建築物補助金交付要綱第18条の規定により次のとおり請求します。

	対象建築物
	　
	

	所在地
	厚木市　
	

	補助金請求金額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	（金額の先頭に\マークを記入願います。）
	

	備　　　考
	

	（支払金口座振替先）

金融機関コード

-

預金種別

1普通

2当座

4貯蓄

金融機関名

銀　行

信用金庫

信用組合
店

所
口座番号

フリガナ

口座名義名

（金融機関名､口座名義名を確認の上、請求者自身の口座を記入してください。
　請求者と口座名義名が異なる場合、別途受領に関する委任状等を添付してください。）

（使用する印鑑は、補助金交付申請書に使用した印鑑を使用してください。）


